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会社の債務をその株主に請求出来るか
2010年10月5日、A社はB社に人民幣50万元に相当する食品を販売し、Ｂ社はその代金をＡ社に一括支払うと両社の間で約束した。
事後A社はB社に何回も代金の支払を催促したが、B社は一向も応じない。

A社は、B社を調べ、同社はすでに多額な負債を抱え、債務を逃避する為、経営の所得及びその他の財産を数回に分けて各株主に移転したと分かった。

B社は人が去り、事務所が空っぽであり、名実に伴わなくなるので、A社は勝訴したとしても、強制執行できる対象物がなく、単なる一枚の紙しかもらえないかと危惧し、B社が悪意に財産を移転し債務を逃避しようとして、その株主に債務を請求できるかどうか法律相談をしてきた。
答え：A社は直接Ｂ社の株主に債務を請求するようとして、直接B社の株主を被告として裁判所に債務紛争で提訴することができる。
「会社法」第20条の規定では、会社株主は会社法人の独立地位及び株主の有限責任を濫用し、会社債権人の利益を損害してはならない。会社株主は会社法人の独立地位及び株主有限責任を濫用し、債務を逃避し、会社債権人の利益を厳重に損害した場合、会社債務に対して連帯責任を負わなければならないとしている。

その意味としては、会社の人格が濫用された場合、株主に該当会社の債務或いは行為に対して相応しい責任を負わせることを要求することができる。その要件としては、まず、会社の人格濫用を構成する行為を有する。すなわち、株主が出資により有限責任を負担し、会社が全部資産のみで独立し責任を負うとして、利益を株主に、欠損を会社に帰属させる目的を実現する為に、悪意に会社の契約義務或いはその他の債務を逃避し、会社の法律責任を回避し、会社を株主の債務逃避、リスク回避の道具とする。次は、会社の人格を濫用する行為は債権人の利益或いは社会公共を損害することと因果関係を有する。

本案では、B社の行為はそれに当たっている。B社は多額の負債を抱えているにも関わらず、積極的にお金を工面し、返済しなくて、逆に経営所得及びその他の財産を株主らに移転する方法で債権人によるＢ社への債権取立に対応し、債権人に正常なルートを通じてB社に対する債権を実現させないようとすることは悪意に債務を逃避するに属し、会社人格を濫用する行為を構成している。他方、B社の上述の行為によって、A社が代金を回収することができなくなり、A社の合法権益を損害し、その両者の間に内在的、本質的かつ必然な関係が存在しているといえよう。


最高人民法院の売買契約紛争案件審理の法律適用問題に
関する解釈について
2012年5月10日、最高裁は「最高人民法院の売買契約紛争案件審理の法律適用問題に関する解釈」（以下、解釈という）を公布し、8部分、総計46条の解釈を今月1日から実施することを決めた。その概要を以下の通り概括してみることにします。
一、背景

　人民法院司法統計データによれば、暦年来の民事商事紛争案件の中で売買契約紛争案件数が一番多いと明らかになった。現行の《契約法》第九章における４６条文が売買契約関係の複雑さ、多様さ及び市場取引の日進月歩の変化に対応できなくなった。民事商事の審判に当たって、売買契約関連規定に対する認識が違い、案件の法律適用に差異が生じ、司法の厳粛性及び統一性にマイナス影響を及ぼしたと問題視した最高裁は、解釈の公布、実施によって当事者の合法権益を守り、市場地理取引行為を規範し、売買契約法則の操作性を高めよう。

二、売買契約効力の認定

解釈は、市場取引活動において存在している様々な予約、例えば、申込書、注文書、予約書、意向書、承諾書、覚書等の予約の法律効力について、その独立契約の効力を明確に承認し、両方の取引チャンスを固め、悪意の予約人を制裁する。実務上良く現れる売主が締約と履行の時に所有権或いは処分権を有しない売買契約の効力問題について、きちんと認め、もって買主の権益を保護する。

三、信義誠実原則の維持

　解釈は、両方当事者に対する平等保護の前提の下で、信義誠実に違反する行為の規制及び制裁を重要視し、双方権益の平衡を実現し、公平取引の秩序を維持する。
１、目的物の検査期間或いは質量の保証期間は短すぎているために、買主は検査期間内全量検査を完了できない場合、解釈では、裁判所はその期間を買主が外観瑕疵に対して異議を申し入れる期間として認定すべき、且つ、本解釈の規定により買主の隠蔽瑕疵に対して異議を申し入れる合理期間を確定する。

２、売主が目的物に瑕疵があると明知しているにもかかわらず、故意に買主に告知しない場合の瑕疵担保責任の減免特約の効力の認定問題について、解釈は、売買契約当事者が特約によって、売主の瑕疵担保責任を減免できるが、売主が目的物に瑕疵があると明知しているにもかかわらず、故意或いは重大な過失で買主に告知しない場合、事実真相を隠す詐欺行為に属し、信義誠実原則に違反する為、そのような特約の効力は裁判所が支持しないと規定している。

四、電子情報製品の交付方式

解釈は、電子情報製品の特徴によって、二種類の具体的な交付方式を定める。
１、第一種類の方式は、買主が該当電子情報製品の権利証書を受取った限り、売主はすでに交付義務を完了したと認定すべき。

２、第二種類の方式は、電子情報製品の売主が電子情報製品の製作及び転送方式の選択において明らかに有利な優勢地位を占めることに鑑み、解釈は、買主が決めた電子情報製品を入手したことを交付完了した基準とすると規定している。

五、目的物毀損滅失の責任

１、解釈は、運送売買において、目的物の運送を必要とする場合の運送人の身分を明確にした。輸送人とは、売買契約当事者から独立した運送業者である。運送人は売主或いは買主の履行補助人ではない。それは売主が相手に送り届ける債及び買主が自ら取りうける債を区別する。

2、 解釈は、特定場所で貨物を引渡す運送人のリスク負担規則を補足した。契約に買主の指定場所で目的物を輸送人に引き渡すと決めた場合、売主は目的物を指定された場所に運送し、運送人に渡した後、目的物の毀損、滅失のリスクは買主が負担する。

六、可得利益損失の認定

１、解釈は、契約法の定め、民法原理及び審判実務の経験によって、可得利益損失の認定について、操作が可能な解釈と規定を定めた。

具体的に言えば、売買契約に違約した後、可得利益損失計算について常に四つ規則、即ち、契約法第113条に定める予見できる規則、第119条に定める減損規則、与有過失規則及び損益相殺規則を運用されるが、解釈は、三つの条文でそれを明確に規定した。

２、解釈における第30条の与有過失規則と第31条の損益相殺規則に関する規定は、契約法における関連規定の空白と漏れ穴を補填した。

七、目的物の検査合理期間

１、契約法第158条第2項に決めた合理期間の確定する問題については、解釈第１７条では目的物の多種類、且つ瑕疵類別の多様さを考慮し、合理期間を確定するための考慮要素について、提示として列挙し、裁判官に対して信義誠実原則に基づき、取引の性質、目的、目的物の種類、瑕疵の性質、検査方法等色々要素によって、総合的に考慮するよう自由裁量権を附与する。
２、学術界及び実務界の間で契約法第１５８条に定める「二年」の性質について訴訟時効かそれとも除去期間か議論が分かれるが、解釈はそれを不変期間として定め、該当期間中、訴訟時効の中止、中断或いは延長の規定を適用しないと定める。

八、所有権保留制度

契約法第134条は所有権留保制度を決めているが、原則と簡略に過ぎる。解釈は、第34条から第37条まで、この制度について、操作が可能な解釈を行う。

１、所有権保留制度の適用範囲について、所有権保留制度が不動産に適用しない。

２、売主権利の保護メカにズーム及びその制限について、買主の行為は売主の債権に損害を与える場合、売主が目的物を取り戻し、利益の損害を防止することを許可しなければばらない。但し、売主の取戻権が絶対ではなく、制限されるべき。①善意取得制度の制限；②買主の支払済み代金額の制限、すなわち、もし買主が支払い済み代金額は総価格の75％以上に達した場合。

3、 買主の取戻権について、売主は目的物を取り戻した後、買主は特定の期間において、取り戻す事由を取り消すことにより、取り戻す目的物を請求することが出来る。その際、売主は拒否できず、目的物を買主に返すべき。
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